
市
の
予
算
は
「
一
般
会
計
」「
特
別

会
計
」「
公
営
企
業
会
計
」の
３
種
類

に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

●
一
般
会
計

市
の
運
営
の
中
心
と

な
る
会
計

●
特
別
会
計

保
険
料
や
使
用
料
な

ど
、
そ
の
事
業
内
で
の
独
自
の
収
入

が
あ
る
も
の
に
係
る
会
計

●
公
営
企
業
会
計

自
治
体
が
公
共

の
利
益
を
目
的
と
し
て
経
営
す
る

「
企
業
」に
係
る
会
計

※
安
城
市
で
は
、
水
道
事
業

が
該
当
。
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★
用
語
解
説

陰
自
主
的
な
収
入

隠
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
割

り
当
て
ら
れ
た
り
す
る
収
入

韻
市
民
が
納
め
る
市
の
税
金

吋
基
金
や
特
別
会
計
な
ど
一
般
会
計

以
外
か
ら
繰
り
入
れ
た
も
の

右
ほ
か
の
ど
の
歳
入
科
目
に
も
含
ま

れ
な
い
収
入
を
ま
と
め
た
も
の

宇
翌
年
度
へ
繰
り
越
す「
決
算
上
の

繰
越
金
」

烏
行
政
財
産
や
公
の
施
設
の
使
用
・

利
用
の
対
価
と
し
て
、
そ
の
使
用

者
・
利
用
者
が
支
払
う
も
の（
市

営
住
宅
の
家
賃
、
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン

タ
ー
の
使
用
料
な
ど
）

羽
特
定
の
事
業
の
財
源
と
し
て
、
そ

の
事
業
で
利
益
を
受
け
る
人
か
ら

徴
収
す
る
も
の（
保
育
園
の
保
育

料
な
ど
）

迂
雨
事
業
に
対
し
て
、
国
や
県
が
交

付
す
る
も
の

卯
市
民
が
納
め
た
消
費
税
の
一
部
を

財
源
と
し
て
、
県
が
交
付
す
る
も
の

鵜
一
時
的
に
多
額
の
費
用
が
か
か
る

事
業（
都
市
整
備
や
学
校
建
設
）を

実
施
す
る
た
め
に
、
市
が
国
や
金

融
機
関
な
ど
か
ら
長
期
に
わ
た
り

借
り
入
れ
す
る
も
の

歳出（５４８億１２２７万円）
１４５億２５７５万円民生費
９６億１１３７万円土木費
９４億４６４９万円教育費
６８億５０７０万円総務費
６１億８３９３万円衛生費
３４億１６６０万円公債費
１７億２２２４万円消防費
１４億８３２３万円農林水産業費
６億３００９万円商工費
９億４１８７万円その他

市
の
財
政
の
収
支
状
況
「
平
成

年
度
決
算
報
告
」「
新
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務
書
類
」

２１

「
健
全
化
判
断
比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」「
平
成

年
度
上
半
期
予
算
執
行
状
況
」
を
お
知
ら
せ
し

２２

ま
す
。

歳入（５８４億０８２２万円）
１３２億９４１３万円個人

市民税

韻市税

陰
自
主
財
源

１３億９１２３万円法人
１４６億８５３６万円計
１６７億０１２３万円固定資産税
３５億２３２６万円その他
３４９億０９８５万円計
３７億４１１３万円吋繰入金
２６億７３９２万円右諸収入
２６億１０７５万円宇繰越金
１０億５７２９万円烏使用料及び手数料
７億６４９２万円羽分担金及び負担金
５億２８３０万円その他の自主財源
４４億６２５６万円迂国庫支出金

隠
依
存
財
源

２６億３９７８万円雨県支出金
１９億１７７７万円卯地方消費税交付金
１３億４５５０万円鵜市債
１７億５６４５万円その他の依存財源

赤ちゃん訪問事赤ちゃん訪問事業業

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）
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特別会計
歳出歳入会計名（事業）

１２４億８９５９万円１２６億９４５７万円国民健康保険
１００万円１３９万円土地取得

２億４９８３万円４億７８３６万円有料駐車場
４６億７９０７万円４６億８９３３万円下水道
１４８５万円１９５１万円老人保健

８億１８６１万円１２億９７３６万円北部土地
区画
整理 １８億９２０３万円１９億３２３９万円桜井駅周辺特定

４７１６万円４７１６万円農業集落排水
６２億９９０１万円６３億９０１２万円介護保険
１１億９５８４万円１２億０５５９万円後期高齢者医療
２６億６５７３万円２６億６５７３万円定額給付金給付
１億１１８０万円１億１１８０万円子育て応援特別手当給付
３０４億６４５２万円３１５億３３３１万円計

市民１人当たりの財政状況
７万３７７８円個人市民税
３０万４１８８円一般会計で使われたお金
１３万００２１円貯金（一般会計基金現在高）
１２万３３８０円借金（一般会計市債現在高）

市民１人当たりの歳出
８万０６１３円民生費
５万３３４０円土木費
５万２４２５円教育費
３万８０１９円総務費
３万４３１９円衛生費
１万８９６１円公債費
９５５８円消防費
８２３１円農林水産業費
３４９７円商工費
５２２７円その他

都市計画税の使い道
都市計画税か
らの充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

２７２０万円５５２２万円１億１２２２万円荒曽根公園整備事業、とうみづか公園整備事業公園整備事業
３８０万円７７４万円７７４万円名鉄西尾線碧海桜井駅付近鉄道立体交差事業街路整備事業

１億９１７０万円３億８８２４万円１７億６９４０万円古井東・桜井東・堀内・桜井区画・安城西尾工
区面整備事業など下水道事業

７億３３１０万円１４億８４４０万円３７億３９４０万円安城北部・安城桜井駅周辺特定・安城南明治第
一・第二土地区画整理事業市街地開発事業

１２億４１１０万円２５億１１８１万円２５億１１８１万円公債費（都市計画事業分）公債費
２１億９６９０万円４４億４７４１万円８１億４０５７万円計

入湯税の使い道
入湯税からの
充当金額

事業費のうち
一般財源事業費事業内容事業名称

２０万円６３４４万円６３６４万円観光協会支援事業など観光振興事業

公営企業会計（水道事業）
支出収入区分

２７億９７６１万円３０億５１９７万円収益的収支

１８億０４３９万円４億９４４６万円資本的収支

収益的収支 ▼公営企業の経営活動により
発生する収入支出
資本的収支 ▼施設を建設・整備するため
の収入支出

３月３１日現在の
人口１８万０１９２人
で算出

財政分析指標でみる安城市
財政力指数 １．１６（平成２２年度単年度）
財政力を示す指標。「１」を超えるほど財政力が強い。

経常収支比率 ７６．４％
財政構造の弾力性を示す指標。より低い方が望ましい。

７５％程度が標準とされている。
公債費比率 ４．１％
公債費の財政負担状況を示す指標。１０％を超えないこと

が望ましい。



国
が
進
め
る
公
会
計
制
度
改
革
に

基
づ
き
、
企
業
会
計
の
よ
う
に
発
生

主
義
や
複
式
簿
記
の
考
え
方
を
導
入

し
た
平
成

年
度
決
算
版
の
４
つ
の

２１

財
務
書
類
（
貸
借
対
照
表
、
行
政
コ

ス
ト
計
算
書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、

資
金
収
支
計
算
書
）
を
連
結
ベ
ー
ス

で
作
成
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
出
資
団
体
な
ど
を

含
め
た
市
全
体
の
財
務
状
況
を
把
握

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

本
市
の
純
資
産
比
率
（
資
産
合
計

に
占
め
る
純
資
産
の
割
合
）
は

％
８７

で
、
資
産
に
対
す
る
将
来
世
代
の
負

担
は
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

今
後
も
、
未
来
の
子
ど
も
た
ち
へ

の
負
担
を
極
力
抑
え
、
持
続
可
能
な

安
定
性
の
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て

い
き
ま
す
。

（
注
）連
結
の
範
囲

市
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
水

道
事
業
会
計
に
、
衣
浦
東
部
広
域
連

合
（
消
防
）
、
土
地
開
発
公
社
、
安
城

都
市
農
業
振
興
協
会
（
デ
ン
パ
ー
ク
）、

三
河
安
城
駐
車
場
㈱
、
社
会
福
祉
協

議
会
な
ど
関
連
団
体
を
連
結
し
て
い

ま
す
。

■
財
務
書
類
の
見
方

財
務
書
類
は
、
ス
ト
ッ
ク
（
財
産

残
高
）
を
表
す
「
①
連
結
貸
借
対
照
表

（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）
」
と
、
フ
ロ
ー

（
資
金
や
資
産
な
ど
の
増
減
）
を
表
す

「
②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」、「
③

連
結
純
資
産
変
動
計
算
書
」
、「
④
連

結
資
金
収
支
計
算
書
」
の
４
つ
で
構

成
し
て
い
ま
す
。

表
中
の
（
※
）
は
、
市
民
１
人
当
た

り
に
換
算
し
た
金
額
で
す
。
ま
た
、

金
額
は
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て

い
る
た
め
、
積
み
上
げ
合
計
と
一
致

し
な
い
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
。

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ

ー
ト
）

市
に
ど
れ
だ
け
の
財
産
が
あ
る
か
、

そ
の
内
訳
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
を

表
し
て
い
ま
す
。

本
市
の
資
産
は
５
４
０
２
億
円
、

負
債
は

億
円
。
資
産
か
ら
負
債
を

７１４

差
し
引
い
た
純
資
産
が
約
４
６
８
８

億
円
で
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

一
年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
、
ど

の
よ
う
な
形
で
ど
れ
だ
け
実
施
し
た

か
を
表
し
て
い
ま
す
。
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①連結貸借対照表（バランスシート）平成２２年３月３１日現在
負債（イ）７１４億１千万円（※）４０万円／人資産（ア）５４０２億１千万円（※）３００万円／人
資産を形成するために拠出した金額のうち、借入金
などこれからの世代の負担として残っている金額

市が保有している財産で、平成２２年度以降の行政
サービスに投入・提供できる金額

５０８億９千万円市債（※２）４２１億３千万円金融資産
１２億６千万円借入金６３億４千万円茅資金
１０６億８千万円退職給付引当金２７８億７千万円基金・積立金

８５億８千万円その他（民間病院移転新築
事業補助金など）

４２億９千万円未収金（税金など）
３６億２千万円その他（定期預金など）

純資産（ア－イ）４６８７億９千万円萱

（※）２６０万円／人
資産を形成するために拠出した金額のうち、これま
での世代がすでに負担した金額で、将来返済する必
要がないもの

１２７３億円事業用資産（※１）
市役所、学校、デンパーク、福祉センターなどの土
地・建物・設備や、物品などの価値

３７０７億８千万円インフラ資産（※１）
道路・水路、上下水道、ごみ処理施設、公園の土
地・設備などの価値

（※１） 主な施設別の資産
インフラ資産事業用資産

１８８１億８千万円道路４５５億５千万円小・中学校
４７１億８千万円下水道７８億９千万円市営住宅

４４２億円公園・緑地７８億５千万円スポーツ施設
２１６億３千万円上水道５６億６千万円保育園
７４億５千万円ごみ処理施設５４億９千万円福祉施設

（※２） 主な市債
２５２億６千万円下水道債
５８億１千万円教育債
５０億８千万円土木債
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行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
っ
た
費
用

（
行
政
コ
ス
ト
）に
は
、
ヒ
ト
・
モ
ノ
・

サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、
民
間
な
ど
へ
の

補
助
が
あ
り
ま
す
。
そ
し
て
行
政
コ

ス
ト
か
ら
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
が
負

担
す
る
使
用
料
・
手
数
料
な
ど（
施

設
使
用
料
や
水
道
料
金
、
証
明
書
発

行
に
か
か
る
手
数
料
な
ど
）を
差
し

引
い
た
も
の
が
、
純
行
政
コ
ス
ト
で

す
。
こ
れ
は
、
市
が
一
年
間
で
皆
さ

ん
に
提
供
し
た
行
政
コ
ス
ト
の
、
実

際
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

③
連
結
純
資
産
変
動
計
算
書

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
純
資
産
萱
が
、
一
年
間

で
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を
表
し

て
い
ま
す
。

税
金
・
保
険
料
収
入
や
、
国
・
県

か
ら
の
補
助
金
な
ど
に
よ
り
増
加
し
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る（
行
政

コ
ス
ト
が
生
じ
る
）こ
と
で
減
少
す

る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

④
連
結
資
金
収
支
計
算
書

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
資
金
茅
の
増
減
の
内
訳

を
表
し
た
も
の
で
す
。

連
結
資
金
収
支
計
算
書
は
、
従
来

作
成
し
て
い
る「
歳
入
歳
出
決
算
書
」

に
類
似
す
る
も
の
で
、
市
の
活
動
が

現
金
の
動
き
で
把
握
で
き
ま
す
。

②連結行政コスト計算書
平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日

経常費用 ６９９億９千万円
行政サービスに要した費用

１２６億５千万円ヒトにかかるコスト（人件費な
ど）

１２１億６千万円モノにかかるコスト（物件費、
維持補修費、減価償却費など）

９１億１千万円経費（業務委託やサービスにか
かるコスト）

２５億８千万円業務関連費用（利息の支払いな
ど）

１８９億８千万円保険給付など（国保、介護保険
など）

１４５億１千万円民間・市民への補助・扶助など

経常収益 ８６億２千万円粥

行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料など

差し引き：純行政コスト
６１３億７千万円粥

③連結純資産変動計算書
平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日

平成２０年度末残高 ４６４８億円９千万円萱

純資産の増加敢 ７０９億１千万円
純資産を増加させた直接の原因

３８２億円税収
６４億４千万円社会保険料
１６９億８千万円国・県からの補助金

９３億円国・県以外からの負担金など
純資産の減少柑 ６６９億１千万円

純資産を減少させた原因
６１３億７千万円粥純行政コスト
５２億４千万円インフラ資産の減価償却

３億円資産の除却など
４０億円当期変動額敢－柑

平成２１年度末残高 ４６８７億９千万円萱

④連結資金収支計算書
平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日

平成２０年度末残高 ６１億７千万円茅

１３７億１千万円経常的収支（行政サービスの
実施により生じる資金収支）

△８９億５千万円資本的収支（固定資産の購入
や売却により生じる資金収支）

△４５億９千万円財務的収支（借入や借入返済
により生じる資金収支）

平成２１年度末残高 ６３億４千万円茅

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）
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こ
の
比
率
は
、
赤
字

の
額
や
借
入
金
の
額
な

ど
を
も
と
に
、
自
治
体

の
「
財
政
の
健
全
さ
」
を

数
値
と
し
て
表
し
た
も

の
で
す
。

健
全
化
判
断
比
率

一
般
会
計
を
中
心
と

し
て
、
次
の
四
つ
の
比

率
を
計
算
し
ま
す
。

①
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
の
赤
字
の

割
合
を
示
す
指
標

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

す
べ
て
の
会
計
の
赤

字
の
割
合
を
示
す
指
標

③
実
質
公
債
費
比
率

一
般
会
計
が
負
担
す

る
借
入
金
の
返
済
額
な

ど
の
割
合
を
示
す
指
標

（
３
年
平
均
）

④
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計
が
将
来
負

担
す
べ
き
借
入
金
の
残

高
な
ど
の
割
合
を
示
す

指
標

資
金
不
足
比
率

公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会
計

や
特
別
会
計
の
う
ち
下
水
道
事
業
・

農
業
集
落
排
水
事
業
・
区
画
整
理
事

業
に
つ
い
て
、
会
計
ご
と
に
比
率
を

計
算
し
ま
す
。

資
金
不
足
（
赤
字
）の
割
合
を
示
す

指
標
で
す
。

健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率健全化判断比率
安城市以外の県内３５市の状況財政再生基準早期健全化基準安城市指標

赤字額の発生は３５市ともなし２０％１１．４４％－
（△６．９１％）①実質赤字比率

赤字額の発生は３５市ともなし４０％１６．４４％－
（△１７．８７％）②連結実質赤字比率

５％未満 １０市
５％以上１０％未満 ２０市
１０％以上 ５市

３５％２５％４．５％③実質公債費比率

－ ９市
５０％未満 １２市
５０％以上１００％未満 １２市
１００％以上 ２市

３５０％－
（△４０．０％）④将来負担比率

※それぞれの比率は、標準財政規模（全国統一ルールにより税収をベースに計算した安城市の標準的収入額）に対する
割合です。

※赤字がない比率については、算定されません。ただし、参考として（ ）内に黒字の比率を表記しました。

すべての指標で基準を大きく下回り、市全体

の財政状況は、極めて健全であると言えます。

しかし、財政を取り巻く状況は依然として

大変厳しく、当面は従来のような税収は期待

できないものと考えられます。このことを十

分認識し、今後も健全な財政運営を維持でき

るように努めていきます。

い
ず
れ
も
、
計
算
し
た
比
率
が
少

な
い
ほ
ど
、
そ
の
自
治
体
の
財
政
は

健
全
な
状
態
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

し
か
し
、
財
政
状
況
が
悪
化
し
、

比
率
が
法
律
で
定
め
ら
れ
た
基
準

（
早
期
健
全
化
基
準
・
財
政
再
生
基

準
・
経
営
健
全
化
基
準
）
を
超
え
る

と
、
財
政
破
た
ん
を
防
ぐ
た
め
、
改

善
に
向
け
た
取
り
組
み
が
義
務
付
け

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

資資資資資資資資資資資資資資資資資資資資金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金不不不不不不不不不不不不不不不不不不不不足足足足足足足足足足足足足足足足足足足足比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比資金不足比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率
経営健全化基準安城市会計名

２０％－

水道事業会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
安城北部土地区画整理事業特別会計
安城桜井駅周辺特定
土地区画整理事業特別会計
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため、数値は算定されません。
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歳入
収入率予算額款別

６５．０％３０８億０２３０万円市税

４４．２％６４億７２２０万円国庫支出金

０．０％４５億２０３６万円繰入金

１１０．９％３２億４３１７万円繰越金

１８．７％２８億７１５５万円県支出金

０．０％２８億１０００万円市債

３６．６％２３億１００８万円諸収入

６０．４％１８億００００万円地方消費税
交付金

５３．２％１０億１６５４万円使用料及び
手数料

４９．８％２７億３７４５万円その他

５２．６％５８５億８３６５万円計

歳出
支出率予算額款別

３６．６％１８１億６３４５万円民生費

２５．５％１１２億１１１５万円土木費

３８．４％８１億９２２４万円教育費

２４．６％６４億７２４５万円衛生費

２９．４％６２億９６１１万円総務費

４９．０％３２億５６９６万円公債費

３９．１％２１億０４９０万円消防費

３２．６％１４億１０４９万円農林水産業費

５０．２％７億３３２６万円商工費

５０．８％３億６１８１万円議会費

５１．９％２億２９６５万円労働費

４．１％１億５１１８万円その他

３３．５％５８５億８３６５万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）
５５億９４９０万円４６億７６１８万円１３１億１７７０万円国民健康保険

０円１３４万円５００万円土地取得
３５９４万円３億４１６８万円２億９１００万円有料駐車場

１７億２３９３万円７億７１８０万円４８億３１００万円下水道
８５万円４８４万円６５２万円老人保健

３億９３２５万円６億２０２０万円１３億８３００万円北部土地
区画
整理 ９億２５８５万円５億４４２６万円２６億３０３２万円桜井駅周辺特定

１９３０万円８１４万円５２００万円農業集落排水
２７億２６５８万円２４億４１７９万円６７億２５００万円介護保険
２億３００６万円４億６９６６万円１３億３７７５万円後期高齢者医療
１１６億５０６６万円９８億７９８９万円３０３億７９２９万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分
１５億２６７２万円３２億００００万円収益的収入
８億３２５０万円３１億５３００万円収益的支出
８４９１万円７億４８００万円資本的収入

７億７２０１万円２４億３０００万円資本的支出

市債の現在高
２０８億３４４２万円一般会計
２５７億４５６０万円特別会計

２１億４３４５万円公営企業
会計

４８７億２３４７万円計

市有財産
２４５万３７５４釈土地
５１万５４１９釈建物
４８万２１００釈山林
５４８７弱立木
３２７０万円有価証券

２８１億４２３２万円基金

９
月

日
現
在
の
予
算
執
行
状
況

３０

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

９月３０日現在の人口
１８万０７５１人

９月３０日現在の世帯数
６万７７７９世帯

１人当たりの市税
１１万０７３８円

１世帯当たりの市税
２９万５３１３円

■問 ▼財政課（緯〈７１〉２２１０）


